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東南アジア諸国は第二次大戦後，植民地から独立し，最初にとった経済
開発政策は輸入代替工業化政策であった。
この政策は工業発展のための資本，技術，人材が不足した状態で、独立し
た国は，高い関税障壁や輸入数量制限などによって輸入を規制し，国内市
場を保護しながら国営企業を設立したり，外資導入あるいは地場民間資本
育成によって最終消費財の生産を行なう形で工業化が開始された。すなわ
ち，それまで先進工業国から輸入していた工業製品を国産化し，外貨の節
約を図ろうとする工業化方式である。
こうした輸入代替工業化方式をとった経済的背景としてはまず，戦後の
経済復興のために投資財が増加し逆に従来からの輸出産品の輸出が伸び
なかったことや，資本，生産技術，経営管理などの面でそれらの蓄積，経
験の乏しいような伝統的社会経済環境の中で工業化を進めてL、く場合，保
護政策が必要であったこと，また，輸入規制や関税障壁によって従来輸入
していた工業製品を押さえることによって従来輸入していただけの市場は
努力なしに確保できることが期待されたことなどがあげられる。
また，経済外的背景として，戦後植民地から独立し，いち早く国の統一
を図る必要があったこと，すなわち，彼らのナショナリズムを背景とした
政治的な要請の面で，輸入代替工業化が都合がよかったこと，当時の先進
国自身も1930年代の大不況の経験から，自給自足的経済体制をとるような
国際的環境があったことなどもある。
輸入代替工業化政策は，東南アジア各国において，アジア NIESに比べ
相対的に大きな人口をベースとし国内市場を背景に工業化が進んだ。しか
し，たとえば国内生産が可能な商品や業種が限定されるようになったり，
輸入資本財，中間製品への依存度が高まり，国際収支を悪化させ，外貨が
予期したほどは伸びなかったことや，労働集約的工業より資本集約的工業
へ移り，雇用問題が深刻になった。また競争が排除され，生産性向上のた
めの企業家努力を妨げ，非効率を温存させることになったことなどの問題
点が出てきた。さらに，アジア NIESの輸出指向型工業化による成功から，
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東南アジア諸国も輸出指向型工業化政策を進めることになったc
輸出指向型工業化政策の内容は各国におかれた条件により異なるが，お
よそ次のようにまとめられよう。
(1)市場保護の撤廃(関税引き下げ，数量規制，輸入業者指定などの輸入
規制の撤廃)， (2)投資政策面での輸出産業の優遇， (3)税制面での輸出産業
優遇. (4)輸出金融，輸出保険の整備.(5)輸出加工区の設置， (6)輸出振興機
関の創設と市場開拓努力，輸出商社などの設立などである。
発展途上国の経済成長，工業発展にとって効果が大きかった貿易政策に
ついて， 1987年版世界銀行の世界開発報告によれば発展途上国を第10表の
ように，貿易指向によって 4つのグループに分けている。そこでは，対内
指向経済より，対外経済のほうが良い経済実績であることを示していると
し，マレーシアとタイがやや対外指向のグルーフ。にたいして，インドネシ
アとフィリピンはやや対内指向のク守ループに属している。
また，同報告書によると，発展途上国を第10表のように輸出指向型と輸
入代替型に分けて分析した結果，輸出指向型のほうがより高い経済成長を
遂げ，工業化の進展も早かったとしている。
第11表の一人当たり GDP伸び率は，海外指向型のシンガポール，香港，
韓国，準海外指向型のタイ，マレーシアなど，そして，インドネシア，フ
ィリピンなどの準圏内指向型とL寸分類がなされている。またこの期間の
工業製品の伸びは，海外指向型，準海外指向型が年平均15%と高く，準園
内指向型は9%.国内指向型は4%となっている。
さらに，工業化度，雇用なとについてみたものが第12表であるc
この期間製造業成長率がもっとも高かったのは海外指向型で年平均10
%.国内指向型はこれにたいして3，1%ともっとも低い。この結果.GDP 
に占める製造業のシェアーも海外指向型の平均26.3%にたいして国内指向
型は15.9%となっている。製造業の雇用の仲び率でも輸出指向型の国は73
~84年の間年率5.1%で雇用を拡大しているが，輸入代替型の国は4.2% と
低い。
196 第13巻第1号(経済学経営学編)
第10表 貿易指向による開発途上41カ国の分類.1963-73年. 1973-85年
対外指向(輸出指向) 対内指向(輸入代替)
期間 強い対外指向 や(準や海対外外指指向向) や(準や国対内内指指向向) 強い対内内指向(海外指向) (国指向)
1963-73 香港 フ守ラジ/レ ボリビア アルゼンチン
大韓民国 iカメルーン エルサルパドル ノ〈ングラデ、シュ
シンガポール コロンビア ホンジュラス ブ守ルンジ
コスタリカ ケニア チリ
コート何アール|マダガスカル ドミニカ共和国
グアテマラ メキシコ エチオピア
インドネシア ニカラグア iガーナ
イスラエノレ ナイジエリア インド
マレーシア lフィリピン ノξキスタン
タイ セネガル ペルー
チュニジア スリランカ
ユーゴスラビア スーダン
タンザニア
トルコ
ウルグアイ
ザンピア
1973-85 香港 ブラジル カメ/レーン アルゼンチン
チリ コロンビア バングラデシュ
シンガポール イスラエ/レ コスタリカ ボリビア
マレーシア コートジボアール ブルンジ
タイ エルサルパドル ドミニカ共和国
チュニジア グアテマラ エチオピア
トノレコ ホンジュラス ガーナ
ウノレグアイ インドネシア インド
ケニア マダガスカル
メキシコ ナイジエリア
ニカラグア ベルー
パキスタン スーダン
フィリピン タンザ、ニア
セネガル ザンピア
スリランカ
ユーゴスラビア
」一一一
出典。 Greenaway(パックグラウンド・ペーパー)と世界銀行データに基づく。
出所。世界銀行「世界開発報告 1987.
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第11表 発展途上国の貿易政策別区分と 1人当たり GDP伸び率(年平均 %) 
1963-73 
タイプ 輸出指向型 輸入代替型
伸び率 海外指向型 準海外指向型 準園内指向型 国内指向型
シンガポル
8 トルコ
ドミニカ共和国
大韓民国
6 ブラジル ブルンジ
イスフエル ユーゴスラピア アルゼンチン
タイ メキシコ ノfキスダン
4 弓震子之副h
インドネシア ナイジエリア タンザニア
"; 、ー
同 T己
マレーシア ケニア エチオピア
コートジボアール フィリピン チリ
2 コロンピア ボリビア ペルー
グアァ"77 ホンジュフス ウルグアイ
エルサルパドル ザンビア。 マダガスカル インド
ノ ガー ナ
セネガル パングラデシュ
-2 スーダン
1973-85 
タイプ 輸出指向型 輸入代替型
伸び率 海外指向型 準海外指向型 準園内指向型 園内指向型
シンガポール
6 香港
韓国 カメ/レン
パングラデシュ
4 マレーシア インドネシア 、 事
ダイ スキリランカ ブルンジノf スタン
チュニジア ユーゴスラピア ドミニカコロンビア
2 メキシコ
ブフジル フィリピン エチオピア
トルコ
ケニア スーダン。 イスラエル ベルー、
チリ セネガル タンザー ア
コスタリカ アルゼ、ンチン
グアテマラ ザンビア-2 コー トジボワー ル 、
ボリビア
ガー ナ
エルサルパドル マダガスカル
-4 ニカラグア
注 41の発展途上国を貿易統制やインセンチブの度合い、為替政策などにより分類。
出所・第10表に同じ。
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第12表 貿易政策別開発途上41カ国の工業化の特徴
製造業の実質 農業円安置
平付G製D均加造P価ン業中値エののア
製造業の
付加価値の 付加価値の 工業苦揖力 雇用の伸び
仲ぴの平均年率 伸びの平均年率 の平均シェア の平均年率
貿易戦略 l蝿3-73 1973-85 1963-73 1973一回 1963 1985 印刷 19ω1963-73 1973-84 
輔指出向 強に対外指向(画外指向型) 15.6 10.0 3.0 1.6 17.1 26.3 17.5 30.0 10.6 5.1 
やや対外指向(準海外指向型) 9.4 4.0 3.8 3.6 20.5 21.9 12.7 21. 7 4.6 4.9 
平均 10.3 5.2 3.7 3.3 20.1 23.0 13.2 23.0 6.1 4.9 
輸入 やや対内指向(準国内指向型) 9.6 5.1 3.0 3.2 10.4 15.8 15.2 23.0 4.4 4.4 
強L対内指向(圏内指向型) 5.3 3.1 2.4 1.4 17.6 15.9 12.1 12.6 3.Q 4.0 
替代 平 均 6.8 4.3 2.6 2.1 15.2 15.8 12.7 14.1 3.3 4.2 
注.平均は、それぞれの指標につき、グループ全体中のその国のシェアで加重しである。
a.ユーゴスラビアのデータは入手不可能。
b. コスタリカ及び中国の1963ー 73年. 1973-84年のデーヲ及びメキシコの1963ー 73年のデー
タは入手不可能。
出所.第10表に同じ。
このように輸出指向型貿易政策が輸入代替より経済発展に効果的であっ
たことが明らかになったが，その理由として世銀は， (1)資源の効率的な使
用を促進すること， (2)対外指向のもとでは，国内市場の大きさによって，
輸出企業の生産は制約されないこと。また，競争により，生産性が高まる
こと， (3)外国からの投資が輸出産業に多く，外貨収入をもたらすこと， (4) 
外国からの製造工程にかんする情報，デザ、イン及びマーケティングを含む
多くの技術移転による利益， (5)成長に影響を及ぼすマクロ経済の変動を調
u主I)
整する自己矯正機構となりうるなどをあげている。
次にアセアン諸国のうち，最近特に成長のめざましいタイとマレーシア
の工業化政策について見ていくことにしたい。
2. タイの工業化政策
タイは， 1959年に投資委員会を設立し 60年には産業奨励法を制定し，
輸入代替工業化に着手した。 60年以降は第一次 5 カ年計画 (61~66) 第二
次 5 カ年計画 (67~71) の聞に輸入代替工業化が進められた。
政府が資源の傾斜配分を行なうのではなく，政府は市場に介入せず民間
の活力を主体に進められた。また，農産物輸出による外貨収入の拡大も国
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内購買力の拡大などによって支えられてきた。
輸出指向的工業化への転換は70年代にはレって本格化し，特に第三次5
カ年計画 (72~76) から行われている。 72年には輸出産業育成を目的とし
て投資奨励法が改正された。
さらに， 80年代に入り，外資を積極的に活用して経済活性化を図る姿勢
を強めている。しかし，この投資奨励法は大企業優先であり，下請けの中
小企業の育成を図書する効果を持った。そこで， 1980年前後から中小企業
が注目されるようになった。その背景として， (1)中間財，資本財の輸入依
第13表 タイの工業化政策
政権 工業政荒 工業関連政曹の動向 外資政章 経済計画
第2次大 ピプン政権 政府主導型工業政章 53年国営企業設立法
戦捷 541 産業奨励法
58年10月 サリット政権 民間主導型工業政輩 ωw 産業投資奨励法 開放。積極的導入 61年第l次経済社会
62 " 同法改正 開発5カ年計画
輸入代替工業化 輸入税大幅引き上げ (61-66年)
63"12" タノム政権 邸年第2i究経済社会
開発5カ年計画
(61-11年j
BOI権限強化 12" 10月 投資奨励法 選別的導入 1年第3i大経済士会
輸出指向工業化 11" 外国企業規制法 開発5カ年計画
12" 外国人職業規制 ¥72-16年)
法
73"10" サンヤ政権
75" 3 " クリワット政権
76" 4 " セニ政権 16年第41X経済社会
開発5カ年計画
71 5 " 投資奨励法 外資歓迎のための ¥1-81年)
諸方輩
76" 10" クザアンサ政権
801 2 " プレム政権 投資手続きの簡素
it 81年第5次経済社会
82年 BOIワン 開発5カ年計画
ストップセンター (82-86年)
の設立
東部臨海工業地帯開尭計
画 82年7月より実施
89-例年芳成予定
86年第6枕経済社会
開発5カ年計画
(81-91年)
出所:JETRO Iジェトロセンサ-J 1987， 11 
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存による貿易赤字の拡大， (2)近代工業の首都圏集中による工業力や所得水
準の地域間較差の拡大， (3)一次産品輸出低迷による農村の雇用吸収力減退
と失業者の増大， (4)首都圏への人口流入による過密化と都市問題・公害問
題の深刻化などがあるo (第13表，第14表)
タイの工業化の特徴のーっとして，政策金融と外国借款を柱に政府が強
力に特定産業-企業の育成を図り，この下で工業製品の輸出と産業構造の
高度化を推進してきた韓国，台湾に代表されるようなNIESとは異なり，
いわゆるNAIC(Newly Agro-Industrializing Country)一新興農業関連工業
国ーとよばれる工業化である。これは，農水畜産業とその加工産業である
アグロインダストリーを軸として，輸出産業の育成，雇用の創出，農民所
第14表 タイの工業化の特色
時 期 特 色
1950年代 政府が直接経済活動に関与しタバコ，酒，砂糖，セメントなどの
工業化前段階 主要製造業をはじめ商業，金融等の分野において公営企業を設立。 I
1960年代 公営企業の活動範囲を限定し，民間主導へ転換。開放的な外資導入
輸入代替期 政策と製品の輸入関税引上げにより輸入代替型の対内直接投資を促
進し，日本をはじめ外資が紡績，織布，自動車組立に進出。輸出で
はコメ，ゴム，スズの伝統的一次産品の他にメイズ，タピオカ，砂
|糖など多様化が進展。しかし輸入代替工業化の推進は国内市場飽和
と貿易赤字拡大をもたらす。この時期，繊維産業は輸出を開始。
1970年代 外資政策を自由導入から輸出指向型投資の選択的導入へと転換。外
|輸出促進輸入 資系企業の進出とともにタイ系繊維企業グループも成長。自動車産
代替期 業では部品の国産化を推進。 7年から天然ガス開発計画を開始し，
インフラ関連の大型公共投資を実行。
1980年代 81年に東部臨海地域工業開発計画(天然ガスを活用した化学コンピ
輸出促進・第二 ナート構想)を開始したが，対外債務・財政赤字増から85年には計
次輸入代替・経 画を縮小。一次産品価格下落による貿易赤字拡大と農村不況を背景
済調整期 に，政府主導の重化学工業化は見直し，外資系企業を積極的に誘致
-活用。農産物輸出は停滞したものの，輸出商品は着実に多様化L，
加工食品，アパレル， IC，宝石等の輸出が著増。(繊維製品は85年
にコメを抜き輸出品の首位になった。)
l 
出所 通産省「経済協力の現状と問題点J，1987. 
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得の引上げを図り，これを通じて一人当たりの国民所得の上昇を実現しよ
うというものである。
近年急増する農産加工品，例えばブロイラーも水産缶詰の輸出が注目さ
れるようになった。そして人口の約七割が依然農村に住み，輸出総額の6
割を農水産品とその加工品に依存するタイでは NIES型ではなく， NAIC 
を目指す工業化こそが適合的，かつ現実的な戦略であるとL、う認識が生ま
(注21
れてきた。これらは第六次経済開発計画の中に盛り込まれている。
タイにおいては，政府の「リーダーシップ」の弱さが企業や農民の柔軟
な対応を可能にし， 60年代以降の高い成長を保証することになったし，ま
た，政府は自由放任と漸進主義であった。民間企業や農民も政府の介入を
嫌った。農産物輸出の増加を通じて，国内市場の拡大，外貨獲得，財政収
入の増加のあらゆる面にも貢献してきたO 農業の存在が大きいと言える。
タイが比較優位をもち，輸出が伸びているのは，繊維，宝石などを別に
すると，農水産物とアグロインダストリーであること，またアグロインダ
ストリーの発展は農民の所得向上にもつながるということが強調された。
この工業化は高度産業社会に到達する為の中期的，そして迂回的な工業
化政策を示している。アグロインダストリーを基盤とする工業化は，園内
の諸資源(原料，資本，労働力)を効率的に活用しうる，望ましい開発戦
略であるといえる。
しかしながら，前方，後方連関効果は，鉄鋼や自動車産業などから比べ
るとははるかに小さいこと，アグロインダストリーの発展が，その後の工
業化段階にどのように接続していくのか，まだ未知数の問題が残されてい
る。第六次では機械産業も最重点産業に位置付けていることや，アグロ基
盤の工業化は，圏内資源の賦存量に依存していること，バイオ産業の発展
や生産性の向上によって，その制約が緩和されることはあっても，天然資
源の枯渇といった限界があり，すなわち，時限立法的な性格のものである
こと，またアグロインダストリーによる工業化は，その果実を農産物の加
工・輸出資本だけでなく，生産農民にも還元すベ.き何らかの保障を求めら
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れていることなどが課題としてあげられる。
こうした第六次五カ年計画の中間評価として次のような点があげられる。
まず，前半の2年間の実績は計画白標をはるかに上回る経済成長をとげ，
特に，輸出は1987年28.8%，88年35.9%の伸びを示し，特に工業製品輸出
の伸びが顕著であった。また観光収入もそれぞれ， 35.3%， 33.3%と高い
伸びであったO 投資伸び率は， 13.2% (民間38.4%，公共一7.3%)，17.1 
% (37.7%， 8.7%)であり，輸出需要と海外からの直接投資で民間投資
が高い伸びを示した。
この間の高度経済成長の成果として，失業問題の深刻度が緩和されたこ
と，財政状態の改善，債務負担の軽減，物価上昇率の安定，所得分配の較
差縮小などがある。
また，問題点として，貿易収支・計上収支の赤字の増大，貯蓄・投資ギ
ャップの拡大，資金需要の増加から金融タイトとなり，金利の上昇でコス
ト増となったこと，インフラストラクチャーの不足，エンジニア・テクニ
シャンの不足，首都圏に投資が集中していること，開発による資源破壊の
問題などに整理される。
以上のようにタイでは政府主導型重化学工業化のペースを落とす一方，
豊かな農水産資源を活用した地場産業による加工食品の輸出増大を進める
政策がとられてきたので、ある。
タイは60....80年の約20年間にわたり平均7%とL、う高度経済成長を実現
した。 80年代にはいり，世界経済の成長の減速の中で， NIESにはおよば
ないものの，それでも 4....5%の成長を維持し，他のアセアン諸国との差
を大きくしている。その要因として前述したように農業と農業関連産業の
強さがあった。
3. マレーシアの工業化政策
マレーシアは57年の独立後， 58年に輸入代替工業化を開始した。 68年に
投資奨励法が制定され，輸入代替政策と共に輸出奨励政策も行われるよう
になった。 71年には輸出加工区を設置するために白由貿易地域法が施工さ
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れる。 84年に輸出指向産業に対する出資比率規制の緩和，全量輸出企業に
対する圏内販売許可， 86年，間接輸出業者への輸入税減免が実施される。
また，創始産業にたいしては 5~10年間の法人税免税の思典が与えられる
ことになった。
天然、資源の豊富なマレーシアはゴム，スズの輸出で外貨を獲得するいわ
ゆるモノカルチャー経済であったため，輸出収入安定化のため一次産品の
多様化と工業化に着手したといえ，特に政府主導輪出を進め，積極的に外
資を導入した。確かに順調な経済発展を遂げ1985年で、は一人当たり GNP 
第15表 マレーシアの工業化政策
政権 工業政策 工業関連政曹の動向 外資政策 外資政軍
。一次産品多角化
58年 ラ マン政権 輸入代替工業化 創始産業条令施行
(軽工業中心)
65" " 改正 第1次マレーンア計画
(66-70年)
671 MIDA設立 積極的導入
ωn 輸出指向型工業化の 投資奨励法(施行は71年)
導入
69/1 ラザク政権
70" 財政主導型 公営企業の増加 外資比率制限(プミ資本 第2次マレ}シア計画
工業化重視 「プミプトラ政需」 の比率確保)と同時に輸 (7]-75年)
(NEP， 71-90年) 出向けにつレては別扱い
に(工業化の必要にせま
られてレたため)
72" FTZ創設
75" 「産業調整法J
761 フセイン政権 第3次マレーンア計画
(76-80年)
8¥1 マハティール 重工業化 H1COM設立 自動車部品国産fl:Jt率明示 第4次マレーンア計画
政権 (第二次輸入代替) 重工業プロ γェクト始動 (81-85年)
中位技術資本集約 鉄鋼，石化，自動車
82" 置車加工輸出型工 債務管理開始
業北 届営企業民宮北
83" 民活重視
85 " 「産業調整法」改正 製造業ライセンス取得義
曹の緩和
86'1 強まる輸出指向 「投賢奨励法'86J 積極的導入，規制睡和 第5d:マレー シア計画
(86-90年)
工業化マスタープラン
発表 (86-95年)
出所.第13表と同じ。
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が韓国並に近ずいているが，これは，一次産品と自由貿易区を中心に外資
系企業が製造する製品の輸出に依存している。すなわち，原材料輸入→低
賃金を活用した労働集約的組み立て工程→製品輸出と L、う形態をとるため
現地経済との関連が小さい。
そこで、第五次マレーシア計画において， (1)資源加工型産業の育成(一次
産品の加工度向上)， (2)技術・資本集約度が中程度の機械，金属，化学工
業を担う中小企業の育成(資本財・中間財の部分的輸入代替)に重点をお
(注わ
いている。
マレーシアでは一次産品輸出により豊富な外貨収入が得られたため1960
年代までは特に積極的な工業化政策をとらなかったが， 1970年代にはいり，
ブミプトラの経済的地位の向上を図る新経済政策の実現のため，政府は経
第16表 7 レーシア工業化の特色
時 期 特 色
独立~1960年代 緩やかな輸入代替政策(関税は財政目的で比較的低率)の下で，繊
輸入代替期 維，食品などの軽工業が成長。自動車については特に高関税で組立
産業を保護。
1970年代 68年の投資奨励法による輸出向け製造業優遇，自由貿易区，保税工
輸出促進・輸入 場制度等の輸出振興策の下で電機・電子，繊維に外資が進出。 71年
代替期 の新経済政策(貧困の撲滅と資本・雇用のブミプトラ比率向上)の
実現のため，政府は経済運営に積極介入し多数の公営企業を設立。
1980~85年 70年代末の石油-一次産品輸出収入増大を背景に， 80年にマレイシ
輸出促進・第二 ア重工業公社 (HICOM) を設立するなど政府主導の重化学工業化
次輸入代替期 (セメント，肥料，鉄鋼，自動車など)を推進。インフラ部門にも
積極的な公共投資を実施。財政赤字と対外債務の急増から後半は計
画を大幅縮小。
1985年~ 86年の工業化7スター-プラン及び第 5 次マレイシア計画 (86~90
輸出促進国規制 年)の下で，外資規制緩和・優遇措置拡充を通じ，民間投資主導に
緩和期 よる資源加工型 輸出指向型工業化重視を明確化。このような政策
転換を反映し 87年に入り外資流入は急増。
(1 ~7 月期で前年同期比1.94倍)
出所第14表に同じ。
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済活動に積極的に介入し，多くの公営企業を設立し，そして， 1980年代に
はいり，政府主導の重化学工業化が進んだ。
以上のようにマレーシアでは政府の役割が大きかったが1985年以降，民
間主導経済への転換も図っている。(第15表，第16表)
以上，タイとマレーシアを中心にアセアン諸国の工業化政策をみてきた
が，タイ，マレーシアの工業化はインドネシア，フィリピンとは異なった
パターンを示しているO
次にこのことについて整理してみたし、。
4. タイ，マレーシアとインドネシア，フィリピンの工業化パターンの
比較
タイとマレーシアは1960年代には輸入代替の工業化を図り，輸入関税を
引き上げて消費財を国内生産する政策をとってL、た。これがその後の両国
の輸出振興を中心とした工業発展に対して大きく貢献することとなった。
タイではその後の水畜産業とその加工産業の輸出を拡大させた。マレー
シアも輸出拡大につながる工業化の戦略をとり，さらにそれまで輸入に頼
ってL、た重化学工業にたし、しでも，輸入代替工業化を進展させていった。
これにたいしてフィリピンでは輸入代替工業化から始めたが，原材料，
中間財，半製品の輸入がかえって増え この状態のままその後投資奨励法
や輸出奨励法を設け，輸出工業化の促進を図った結果，輸入代替工業化に
もまして輸入依存を高めることとなった。すなわち，輸出産業への取り組
みが時期尚早であったといえる。また，フィリピンの経済計画は目標と実
績の聞にギャップが多かったことも上げられる。
インドネシアでは当初から資本集約的な投資が中心であったため，雇用
の吸収がほとんどなく国民の貧富の差を大きくした。また，二度の石油シ
ョックによる原油価格の高騰で国の収入は増大したが，政府が国民の生活
向上に目を向けるより，むしろ大プロジェクトにたいして大きな感心を示
した。つまり，投資効率を無視した資本集約的投資を中心に進められたと
(注5)
L 、える。
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(注 1)世界銀行「世界開発報告J1987年。
(注2)タイの第 6 次 5 か年計画(l987~1991年度)の概要。
1. 第6次5か年計画の中心課題
(イ)目標
(a) 有効雇用-所得分配の促進，及び将来の安定的，持続的成長が確保され
るような経済バランス維持に重点をおきつつ，平均5%以上の経済成長を
目指す。
(b) 社会開発を促進し，社会の安定，公正に寄与しうる人的資源の開発を目
指しこのため，社会開発と国家全体の開発の調和，国民的アイデンテイ
チイ及び好ましい社会価値の維持，基本的生活水準の充足を図るO
(ロ)戦略
(a) 第5次計画における重要政策の経済，社会的枠組みの維持。
(b) 生産性，品質，マーケティング，技術力等の向上による国際競争力の強化。
(c) 自助の原則に基づく人的脂質の向上。
(d) 開発行政の調整，再編成と政府，国営企業，民間の負担の適正化。
2. 本開発計画の主要指標
1)経済成長率
1987-1988年 4.5% 
1989-1991年 5.2% 
期間中平均 4.9% 
2)農業部門の成長率 2.9% 
3 )工業部門の成長率 6.5% 
4 )エネルギー需要 4.2%で増加
5 )貿易収支
期間の初期は悪化するも後期には改善。
実質輸出 8.4%増
一1985年の1，920億パーツから1991年には3，420億パーツに増加。
実質輸入 4.6%増
…輸入価格は3.4%増，輸入額は8.2%増
6)経常赤字
期間の後半3年間に縮小
・1985年の416億パーツ (GDP の4%)から1991年には221億ノ〈ー
ツ (GDPの1.4%)に縮小。
7)財政
歳 出……1985年の1，970億パーツから1991年の2，580億パーツに増加
歳 入……1986年の1，680億パーツから1991年の2，320億ノミーツに増加
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赤字・… 1985年の340億ノ〈ーツから1991年の256億パーツ (GDPの1.6
%)に縮小。
8 )デット・サービス・レシオ(短期債務を含む。)
1988年の30.7%から1991年には28.6%
9)労働力人口 毎都市827千人の増加
失業人口は1991年に612千人
失業率は， 1. 9% 
10)実質賃金
(通産省「経済協力の現状と問題点j，1986) 
(注3)アジア経済研究所「アジ研ニュースjNo. 102， 1989， 6.
(注4)マレイシアの経済開発計画
1. 新経済政策 (NEP: 1971~1990) 
(基本目標)
社会の再編成
人種間の所得格
差の是正
l空間生;6t
人種構成を反映
した雇用
貧函の撲滅
l資本保有化初出経済面での社会
改善 「門の再構成
(1990年にブミ 3害ij，非ブミ 4割，外資の 3割)
lブミの産業商l
業資本の確立
2. NEP の目標を達成するための中期計画 i第5次経済開発5か年計画j，
1986~199 1. 
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目 標 施 策
?
。安定的な成長
(GDP年平均成長率5%)
o国内生産活動の拡大
I 0製造業部門主導型
(GDP年平均成長率6%)
(GDPシェア
19.1% (985)→20.5% (990) 
。農業部門の再活性化
。公共部門支出の合理化
。民間投資の拡大
。雇用人材開発
。資本保有の構造改善
(注5)次表を参照。
。国内資源の有効活用，生産性の向上を図るO
o技術の改善，既存設備・国内資源の有効活用を
通じた生産性の向上，有効性の増大に重点を置
く。
。輸出指向型産業，資源-非資源加工型産業(ゴム
産業，非鉄金属産業，電気機械産業)により成
長率を達成。
。政府はマレイシア製品の国際競争力強化のため
“財政上の優遇措置ぺ“関税保護"の施策を実施
するc
。農業部門への民間投資への促進。
。ゴム，パーム・オイルの生産性の向上。
。第4次計画12.5%→第5次計画企1.0%
。農業部門(食料生産，土地開発)，製造業(重工
業)への投資促進。
。第4次計画1.8%→第5次計画7.0%
。1990年(見通し)
ブミプトラ 22% 
非ブミプトラ 53% 
外国資本 25% 
(通産省「経済協力の現状と問題点J，1986.) 
ASEAN諸国の経済発展関連政策の推移 (年)
インドネンア タ イ フィリピン 7 レーシア シンガポール
50年以前 1945607 緊共哩3和興急か経国年¥0済独農か立業年計宜計画富画 1946 フィリピン共和国独立
1950 ユーロ計画
19534 国産営業企奨業励設法制立法定制定
1955 ロドリゲス計画(55-59)
50年代 19567 経イオヒ済ラン5かダ年系計企画業接収固有 1956 第1次マ邦法ラヤ計立定画
1957 経済甘会開尭5か年計画 19578 マ創始ラ産ヤ連業 独制 1957 マラヤ連邦に参加
1959 創自治拍州産業の地制位定撞樽
19印 経済社会開発3か年計画
1961 第1次5か年計画
1961 総合8か年計画 19621 産第業1故投直賢樹奨開励発法6制か定年計画 1961 基礎産業法制定 1961 第2次マラヤ計画 1963 マレーンア連邦に参加
1963 社計画会経済総合開発5か年 1963 マレーンア連邦成立
60年代 19667 外f経資済導政入粛法の制基定本戦略」 1966 歯車2次経済社会開発計画 1965 マレーンア連邦から離脱1966 第1次マレーシア計画
第独立2次5か年計画1967 第年投1画奨次社会経済開発7か
19689 第園内l投IX資5法か制年定計画
計責 励法制定
19689 投新経資奨済励政法寵制尭定喪 1967 経構拡大奨励法制定
1970 外投資資法法改法E人税法・圏内
1972 第新外産国3事t企経投藁済資規社奨制励会法開法制発制定定計画
19701 輸第草出2奨次次励4法か制年年定計 1971 第2次マレーンア計画
1972 !l! 3 '" 4か 画
70年代 1974 第2次5か年計画 1974 第4次4か年計画 1975 産捕業調次整法制定 1975 70年代経済戦略プログラ
1976 !l! 3 マレーシア計画 ム
1977 第投賢4奨次経励済法社制会定開発計画
1978 フィリピンsか年開尭計
1979 第3次5か年計画 画
1980 10か年経済社会開発計画
1981 オムニパス投資法制定 1981 第4次マレ ンア計画
1982 第5政経済社会開発計画 1983 フィリピン5か年開尭計
80年代 1983 金融自由化，税制改革
1984 画改訂開発計画
1984 第4次5か年計画 19856 産第業5調次整開法尭改計正画
1986 新中2投期)経済開尭計画 (87-
1987 第6次経済社会開発計画 1987 置奨励法制定
出所:日本輸出入銀行海外投資研究所「海外投資研究所報J1988年1月， 14-1. 
?」???????????????
? ?
「
?
?
?
?
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1V.アセアン諸国の対外経済構造
一一対日，対米貿易を中心として一一
我国の貿易に占める東南アジアのシェアは1987年の時点で輸出は23.1%
(86年20.0%)をしめている。また，輸入では25.8%(同23.3%) といず
れも増加傾向にある。(第2図，第3図)
次にアセアン諸国の対日依存度を見てみると，輸出では国によって差が
みられるがインドネシアの44.8%を最高に，マレーシアの22.5%，フィリ
ピンの17.8%と続き，シンガポールが最低で;8.9%となっている。
輸入では，第一位はやはりインドネシアの29.2%，ついでタイの26.3%，
第2図 我が国の東南アジアへの輸出
推移
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第3図 我が国の東南アジアからの輸
入推移
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出所第2図に同じ。
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第17表 アセアン諸国の日・米向け貿易動向 (1986年， %) 
インドネシア マレーシア フィリピン タ イ シンガポ}ル注
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出
日 本 44.8 29.2 22.5 20.5 17.8 17.0 14. 1 26.3 8.9 
アメリカ 19.6 13.8 16.6 18.8 35. 7 24.8 17.9 13.7 24.3 
注 1987年(1-11月)数値。
出所:通産省「通商白書」昭和63年版より作成。
第18表 日本の対アセアン諸国への輸出品目別構成比 0987年， %) 
食料品
タ イ
1.5 
(2.1) 
シンガポール
0.9 
(1.2) 
0.8 
マレーシア
(1.5) 
フィリピン
2.1 
0.5) 
インドネシア
0.2 
(0.3) 
注:( )は1986年数値。
出所:第17表に同じ。
軽工業
原燃料
繊維
1.3 6.7 2.5 
(1. 6) ( 8.3) (3.5) 
1.0 11.7 3.7 
(0. 7) 03.4) (4.4) 
2.0 8.5 3.5 
(0.5) 00.1) (3.6) 
2.2 18.5 7.9 
(2.3) (20.8) (9.1) 
1.3 6.5 2.4 
(1. 3) ( 8.5) (3.0) 
重化学工業品
化学品 金属品 機械機器
89.4 12.7 19.7 57.0 
(86.7) (14.0) (20.0) (52.7) 
84. 1 5.6 10.0 68.5 
(82.7) ( 5.4) (11.3) (66.0) 
87.4 7.3 13.7 66.5 
(87.1) ( 7.8) (14.7) (64.6) 
76.0 12. 7 13.9 49.5 
(74.5) (14.0) (15.8) (44.7) 
90.9 10.9 5.8 64.2 
(87.1) 02.0) (19.0) (55.4) 
輸入
20.6 
14.8 
その他
1.1 
(1. 3) 
2.2 
(2.1) 
1.3 
(0.8) 
1.2 
(0.9) 
1.1 
(2.7) 
マレーシアとシンガポールがどちらも約20%，最低のフィリピンでも17.0
%と，東南アジア諸国がし、かに日本に大きく依存しているかが明らかであ
る。(第17表)
次にアセアン諸国への輸出品目別構成比をみたものが，第19表である。
これによれば，化学品，金属品，機械機器などの重化学工業品がフィイ
リピンを除き80%台であり，インドネシアでは90%を超えている。また，
212 第13巻第1号(経済学・経営学編)
第19表 日本のアセアン諸国からの輸入品目別構成比 0987年， %) 
食
タ イ
43. 7 
(46.5) 
シンガポール
3.0 
( 2.1) 
1.9 
マレーシア
( 2.0 
40.4 
フィリピン
(43.5) 
インドネシア ( 6.7) 
注()は1986年数値。
出所:第17表に同じ。
手ヰ ロ仁口ヨ
原料品 鉱物性燃料
魚介
21. 8 26.7 O. 1 
(21. 7) (26.8) ( 0.2) 
0.6 3.9 51. 0 
( 0.4) ( 3.4) (53.2) 
0.8 51. 5 37.6 
( 0.9) (38.1) (50.0) 
12.8 37.1 1.8 
( 9.2) (35.5) ( 0.9) 
75.1 
( 3.7) I (6.3) (80.4) 
第4図 ASEANの地域別輸出結合度
主サアメリカ 対日本 大サアメりカ
出所東京銀行「東銀週報J1987， 7月23日。
加工製品
28.6 
(25.8) 
34.5 
(33.6) 
7.8 
( 7.7) 
20.2 
(19.2) 
11. 4 
( 6.5) 
軽工業品の中では繊維の割合が比較的高いことが特徴的である。
その他
0.8 
(0.6) 
7.6 
(7.7) 
1.2 
(2.1) 
0.5 
(0.9) 
0.3 
(0.3) 
対日本
前年に比べ，全体的に軽工業部門は減少しているのにたいして，重化学
工業部門は増加していることがわかる。
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第20表 ASEAN 4カ国の輸出額(単位:100万米ドル)
1985 1986 1987 1988 
前年%比
(%) 前(年%比) 前年(%同期)比
タ イ1l
輸出総額 7，119 8，874 24. 7 11， 639 31. 2 5，895 34.6 
アメリカ 1，401 1，605 14.6 2， 163 34.8 1，112 43.9 
日本 951 1，260 32.5 1，731 41. 3 916 53.2 
EC 1， 284 1，778 38.5 2，401 35.0 n.a. n.a. 
インドネシア21
輸出総額 18，587 14，805 20.3 17，136 15. 7 9，456 25.9 
アメリカ 4，040 2，902 -28.2 3，349 15.4 1，497 -9.4 
日本 8，594 6，644 -22.7 7，393 11. 3 4， 184 30.2 
EC 1，115 1，340 20. 1 1， 541 15.0 959 57.3 
マレーシア3!
輸出総額 15，311 13，838 29.5 11，830 24.2 
アメリカ 1，970 2，301 16.8 2，971 29.1 1，987 25.1 
日本 3， 734 3， 120 -16.5 3，504 12.3 2，062 10.9 
EC 2，217 2，026 -8.6 2，559 26.3 1，666 17.4 
フィリピン4)
輸出総額 4，629 4，842 4.6 5， 720 18. 1 3，248 25.7 
アメリカ 1，622 1，717 5.9 2，064 20.2 1， 145 26. 7 
日本 875 851 -2.7 981 15.3 667 53.6 
EC 914 44.8 I 1，089 19.1 n.a. n.a. 
注:1988年の数値は， 1) 1~5 月， 2) 1 ~ 6月， 3) 1 ~7 月， 4) 1 ~6 月。
タイの IECJはベルギー，フランス，イタリア，オランダ，イギリス，西ドイ
ツの6カ国。
出所 各国政府統計(タイ，"<レーシアは現地通貨建てを米ドル換算)。
フィリピンの1988年 1~6 月は IMF， Directon of Foreign Trade Statistics. 
アジア経済研究所「アジアトレンドJ1989-I， No.45. 
輸入品目の構成を見てみると，第19表のように各国の経済の特徴をその
まま反映していると言える。たとえば，インドネシアの75.1%を最高に，
シンガポール，マレーシアなどは原油や石油製品などの鉱物性燃料が大き
く，タイやフィリピンからは食料品や木材などによる工業製品の原材料が
大きL、。工業品については，シンガポールが34.5%，ついでタイの28.6%，
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第21表 アセアン諸国の輸出入品の構成
食品類 原燃料 工業品 その他
輸出 輪入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
タ イ 62. 1 10.1 1.5 36.5 35.6 49.2 0.8 4.2 
対 米 6.2 2.2 0.0 0.2 10.8 6.9 0.2 2.2 
対 日 10.3 0.8 O. 1 3.3 2.8 22.5 0.0 0.3 
シンガポール 12.7 11. 7 33.5 35.2 46.5 51. 8 7.3 1.4 
対 米 1.6 0.9 1.7 1.7 16.3 11.4 0.5 0.3 
声す 日 0.9 0.3 7.8 1.0 1.7 16. 7 0.7 0.3 
マレーシア 31. 2 14.9 41. 1 22.7 27.4 61. 5 0.3 0.9 
対 米 1.3 1.7 1.7 1.6 8.4 14.0 0.0 0.2 
対 日 9.4 0.5 8.3 1.4 2.7 23.0 0.0 0.0 
フィリピン 35.0 11. 2 14.5 39. 1 24.8 36.6 25.6 14.4 
対 米 7.5 4.6 5.1 3.2 11. 6 7.8 11. 9 7.6 
対 日 12.8 0.6 2.9 2.5 2.2 12.9 2.6 1.4 
インドネシア 13.2 11. 0 77.6 37.2 8.0 51. 4 1.1 0.4 
対 米 2.7 3.0 16. 1 2. 7 1.3 9. 7 0.0 0.0 
対 日 3.8 0.5 40.9 2.9 1.0 19.8 0.0 0.0 
注品目別分類は以下のとおり
食品類 SITC 0+1+2 原燃料 SITC 3+4+ 5 
工業品 SITC 6+7+8 その他 SITC 9 
注2:対象年は以下のとおり
タ イ:1984年 シンガポール:1984年 マレーシア:1982年
フィリピン 1983年 インドネシア:1983年
出所:日本輸出入銀行海外投資研究所「海外投資研究所報J.1987年2月， 13-2. 
フィリピンの20.2%と続き，比較的高い水準であるが，インドネシアは
11. 4%と低く，特にマレーシアは7.8%と低く，しかも前年に比べてほと
んど増加していない。
また，アセアン4か国の対アメリカ，対日本，対ECを比較したものが
第20表である。
さらに，アセアン諸国の地域別輸出結合を1967年と1985年を比較し図
に表したものが第4図である。
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これによれば，対アメリカ，対日本の結合度がほぼ同じか若干低くなっ
た反面，アセアン域内の結合度が非常に強まっていることがわかる。
第21表は，アセアン諸国の品目別輸出入を対米，対日に分け比較したも
のである。これからいくつかの特徴が分かる。すなわち， (1)各国とも食料
品，原燃料に大きく依存した貿易構造であること，その輸出先は対米より
対日が大きいこと， (2)工業品が輸入の大きな部分を占めていること，その
輸入先は対米より対日の方が大きいこと， (3)工業品の輸出については対日
より対米の方が大きいことなどである。
以上より，アセアン各国は日本には食品や原燃料など第一次産を，アメ
リカには工業製品を輸出し，また日本からは工業品を輸入するとL、う構造
となっている。
V.おわりに
以上アセアン諸国の経済発展過程における要因分析を特にタイとマレー
シアを中心にみてきた。
アセアン諸国にみられる経済構造変化の特徴を整理すると，
(1) 産業別付加価値で図った工業のウエートが農業を上回りつつあること。
(2 ) 輸出構造にみられる工業品と伝統的一次産品(パーム油，米，ゴム，
スズなど)がほぼ等しいシェアで併存していることと，工業品輸出の拡
大傾向である。ただ，インドネシア，マレーシアでは原油，天然ガスの
輸出シェアが依然高い。
(3) 経済開発政策のために，投資に占める公共投資のウエートが高く，ま
た海外からの直接投資も急増しつつある。
などにまとめられるが，日本企業の対外直接投資額は1988年度において
470億ドルに達しその進出先にたいしても徐々にシフトしつつある。ア
ジア地域の中でもこれまで伝統的な進出先であった台湾，韓国，シンガポー
ル，香港などのNIES諸国・地域から，アセアン諸国へ投資が集中する傾
向がある。こうした変化は， NIES諸国の賃金水準が上昇し，特恵関税が
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打ち切られ出したことなどによって，輸出指向型企業にとって投資のメリ
ットが薄れてきたことなどによる。すなわち経済発展形態の違いを反映し
てNIES諸国には技術集約型の企業が，また，一方アセアン諸国には低賃
金を背景に労働集約型・輸出指向型企業が進出するようになってきたとい
える。
以上みてきたようにアセアン諸国は輸出産業育成のために，積極的に外
資を導入しようとしているが， NIESとは違った輸出主導といえる。すな
わち，アセアン諸国は積極的な導入策により，外資が80~100%のものが
多く，外資主導の輸出産業の育成で圏内資本との関連があまり見られなL、。
これは外資を規制してきた韓国や，外資の周辺産業部分で園内小資本が伸
びてきた台湾とは異なる。
また NIESは部品を輸入して製品で輸出するというパターンであった
が，アセアン諸国では資源，農水畜産物，ゴムなどの商品作物にいかに付
加価値をつけて所得弾力性の高い製品として輸出するかということにある。
さらに NIESは， 40%以上対米輸出に依存して伸びてきたが，アメリカ
を始め先進国の保護主義的傾向から，今後のアセアンはそのマーケットを
アメリカ，あるいは，ただ日本のみではなく，日本， NIES，アセアン域
内を中心とするアジア地域になってくるであろう O
※本稿は，平成元年度文部省科学研究費補助金助成による重点領域研究「東
アジアの経済的-社会的発展と近代化に関する比較研究J(研究代表 中
嶋嶺雄)にもとづく， rASEAN諸国と東アジア経済の東洋的近代化に関
する国際環境比較研究J(課題番号 01605015，研究代表 金子敬生)の
研究成果の一部である。
参考文献
1. W日本と ASEANJ日本国際問題研究所 1988. 
2.アジア21世紀研究会 W2001年のアジア経済』東洋経済新報社 1989. 
アセアン諸国の経済発展過程について (2) 217 
3. 環太平洋協力日本委員会 ~21世紀の太平洋協力現状と課題』時事通信社
1988. 
4.末康 昭-安田 靖『タイの工業化 NAIC の挑戦』アジア経済研究所 1987.
5.柳原 透-岩崎輝行-鈴木長年-長谷山崇彦・米国公丸『経済開発:理論と実
際.11980. 
6.篠原三代平・長谷山崇彦・柳原 透 ~2000年のアジア』有斐閣 1984. 
7.梅津和郎 i余 照彦『現代の東南アジア経済』晃洋書房 1983. 
8. ~昭和63年版通商白書』各論及び総論 通産省.
9. ~1989ジェトロ白書.1 JETRO. 
10. ~経済協力の現状と問題点.1 1986， 1987，通産省.
11. ~海外経済協力便覧』海外経済協力基金 1989. 
12. ~ジェトロセンサー.1 1987. 11. JETRO 
13.黒柳雅明『日本とアセアン諸国の貿易関係と経済摩擦』海外投資研究書報
1987年2月 第13巻第2号，日本輸出入銀行海外投資研究所.
14.桜井真 黒柳雅明 ~20年を迎える ASEAN と今後の対日関係』海外投資研究
所報 1987年1月 第13巻第1号，日本輸出入銀行海外投資研究所.
15. 高地康郎 ~ASEAN における域内経済協力の実態と展望』海外投資研究所報
1987年12月 第13巻第12号，日本輸出入銀行海外投資研究所.
16. 石川純生 ~ASEAN 諸国の経済発展と 80年代における発展形態の変化』海外投
資研究所報 1988年1月 第14巻第1号，日本輸出入銀行海外投資研究所.
17. ~アセアン諸国の経済開発計画と我が国経済協力のあり方ー歴史的推移の分析
と今後の展望一』アジア経済研究所(経済企画庁委託報告書)1986. 
18. ~アジ研ニュース.1 1989. 6，アジア経済研究所.
19. ~アジアトレンド.1 1989ー しアジア経済研究所.
20. ~世界開発報告.1 1986， 1987， 1988， 1989，世界銀行.
21. ~アジア太平洋統計年鑑.1 1986~1987，国際連合.
